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世
界
で
も
異
常
に
高
い
日
本
の
大
学
の
学
費
。
経
済
的
な
理

由
で
、
進
学
を
断
念
し
た
り
、
中
退
を
余
儀
な
く
さ
れ
る
方
も

少
な
く
あ
り
ま
せ
ん
。
私
自
身
も
学
生
時
代
に
学
費
を
確
保
す

る
た
め
に
半
年
間
休
学
し
、
バ
イ
ト
を
３
つ
掛
け
持
ち
し
、
学

費
分
が
貯
ま
れ
ば
復
学
を
す
る
と
い
う
経
験
を
し
た
こ
と
も
あ

り
ま
す
。 

現
在
、
学
生
の
２
人
に
１
人
が
奨
学
金
を
借
り
な
け
れ
ば
な

ら
ず
、
返
済
が
必
要
な
貸
与
型
を
借
り
た
場
合
、
卒
業
後
の
返

済
額
は
１
人
平
均
約
３
０
０
万
円
に
上
り
ま
す
。
雇
用
と
収
入

が
不
安
定
で
、
奨
学
金
を
返
済
で
き
な
い
人
が
ふ
え
る
と
と
も

に
、
サ
ラ
金
並
み
の
厳
し
い
取
り
立
て
が
若
者
を
追
い
つ
め
て

い
ま
す
。 

 

こ
う
し
た
実
態
も
示
し
な
が
ら
、
私
は
、
昨
年
の
一
般
質
問

で
市
独
自
の
給
付
型
奨
学
金
制
度
の
創
設
を
求
め
ま
し
た
。
現

在
政
令
市
22
市
中
で
、
給
付
型
奨
学
金
制
度
が
あ
る
自
治
体
は

11
市
に
上
っ
て
い
る
状
況
で
す
。 

 

今
回
の
市
長
選
挙
で
、
大
西
市
長
は
、
公
約
の
９
番
目
に
「
返

済
不
要
の
市
独
自
の
奨
学
金
制
度
を
設
け
ま
す
（
任
期
中
実

現
）」
と
の
公
約
を
掲
げ
ま
し
た
。
学
費
に
悩
む
多
く
の
学
生
が

経
済
的
な
心
配
を
す
る
こ
と
な
く
学
ぶ
こ
と
が
で
き
る
よ
う
、

充
実
し
た
制
度
が
早
急
に
実
現
で
き
る
よ
う
、
議
会
で
も
取
り

組
ん
で
い
く
決
意
で
す
。 

 
 

 

①  生活再建支援金を最高「500

万円」まで引き上げること。 

② 支援対象を「半壊」「一部損壊」

にまで広げるよう国に求める

とともに、市独自の上乗せを

行うこと。 

③ 昨年９月末で打ち切りとなっ

た医療費窓口負担減免制度

を、復活・再開すること。 

④ 被災者への支援制度について

は、期限を切らず、最後の被

災者まで制度が活用できるよ

う柔軟に対応すること。 

① 政令指定都市で最も負担の

重い国民健康保険料をただちに

1世帯 1万円引き下げること。 

② 国保料を「協会けんぽの保険

料並み」に引き下げるために、

全国知事会・全国市長会、全国

町村会なども国に求めている

「１兆円の公費負担増」を政府

に要望すること。 

③さくらカードは、障がい者の

無料パス券を復活させ、高齢者

の制度を低下させないこと。 

 

 １２月１０日、日本共産党熊本

市議団と同地区委員会は、大西市

長に対して、８８項目の２０１９

年度の予算編成に関する要望書を

提出しました。熊本城ホール整備、

熊本城見学通路などハコモノへの

予算増額などを中止し、暮らしや
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⑤ 一部損壊世帯への支援制

度を創設し、市独自の支援

を行うこと。 

⑥ 仮設住宅とみなし仮設住

宅の入居期間延長につい

ては、希望する全ての入居

者に適用すること。 

⑦ 災害公営住宅の整備戸数

の拡充を行うほか、民間住

宅入居者への家賃補助制

度を創設し、住まい再建を

支援すること。 

④ 子ども医療費助成制度の一

部負担金を廃止し、完全無料化

にすること。 

⑤ 小学校と中学校の全学年に、

３０人学級を実施すること。 

⑥学校給食への補助制度を創設

し、無償

化に向け

た取り組

みを進め

ること。 

福祉の充実を求めました。 

 



 

 

2016年度 2017年度 増減数 増減率

大江 58,964 43,139 -15,825 -27%

東部 58,047 42,760 -15,287 -26%

秋津 13,366 10,275 -3,091 -23%

◎花園 28,000 18,871 -9,129 -33%

◎飽田 10,983 7,003 -3,980 -36%

南部 19,099 14,647 -4,452 -23%

◎北部 22,144 12,862 -9,282 -42%
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2017 年度から、7 つの出張所

が廃止され、簡単な証明書しか発

行できないサービスコーナーに

なりました。出張所が廃止された

サービスコーナーでは、証明書の

取り扱い件数が前年度に比べて、

件数、利用率とも大きく減少しま

した。 

なかでも旧総合出張所であっ

たところが大きく減少していま

す。地域にとってかつての総合出

 利用率の落ち込みが一番激し

かったのが旧北部総合出張所。 

ここは、旧飽託郡・北部町時代

から町役場として住民に親しま

れ、町民も職員も顔なじみと、地

域コミュニティの拠点として機

能していました。 

実際、昨年行われた『市長と語

ろう』では地元住民から「行政の

仕事は住民のまちと暮らしを守

ることであるはずなのに、地域の

張所が大変使いづらい施設になって

しまった実態がうかがえます。 

 

拠点である北部総合出張所が廃

止されたのは納得できない」との

発言がありました。 

利用が減った要因を分析する

とともに、利用者や地域の声をし

っかり聴くべきです。そのうえ

で、地域コミュニティーの拠点と

して出張所機能を復活すべきで

す。 

 

■廃止された出張所の証明書取り扱い件数の比較  
（サービスコーナーで発行する 4種類の証明書について
数の比較をしています。◎は、旧総合出張所） 

出張所の廃止に続いて市は、

マイナンバーの利用により、コ

ンビニでの証明書発行が可能で

あり、窓口業務も減少している

として、大江、秋津、東部、花

園、飽田、南部、北部、７か所

のサービスコーナーも廃止する

方針を明らかにしました。 

 しかし、サービスコーナー廃

止の前提であるマイナンバ

ー・カードの申請率は、10 月

末現在でわずか 18％にとどま

っています。サービスコーナー

を廃止する前提自体が成り立

っていません。 

また、マイナンバー制度は、

個人情報の流出、プライバシー

侵害の恐れが以前から指摘され

ており、大変問題です。 

先日、国税庁で東京、大阪両

国税局からデータ入力を委託さ

れていた業者が契約に反して別

業者に再委託し、マイナンバー

など個人情報が含まれる約 70

万件の書類を流していた事件が

明らかになりました。 

どれだけ、システム上の安全

を講じたとしても、こうした人

為的なミスや不法行為で個人

情報が流出することは避けら

れません。危険なマイナンバー

制度は見直すべきです。  

 マイナンバー制度を前提と

したサービスコーナー廃止で

はなく、相談業務などを含め

た、コミュニティーの拠点とし

ての出張所機能を復活させる

べきです。 
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